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株　主　各　位
北海道帯広市西20条南１丁目14番地47

株 式 会 社 ダ イ イ チ
代表取締役社長 鈴 木 達 雄

第63期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、当社第63期定時株主総会を後記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数

ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対

する賛否をご表示いただき、平成29年12月21日（木曜日）午後６時までに到着するようご返送い

ただきたくお願い申し上げます。

敬　具
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記

１ 日　　時 平成29年12月22日（金曜日）午前10時

２ 場　　所 北海道帯広市西７条南19丁目１番地
北海道ホテル　２階　大雪の間
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３ 目的事項 報告事項 第63期（平成28年10月１日から平成29年９月30日まで）事業
報告及び計算書類の内容報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申し上げます。

◎本招集ご通知に添付すべき書類のうち、「個別注記表」として表示すべき事項につきましては、
法令及び当社定款の定めにより、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.daiichi-
d.co.jp/）に掲載しておりますので、本提供書面には記載しておりません。
なお、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告をそれぞれ作成するに際して監査した計
算書類には、本提供書面記載のもののほか、この「個別注記表」として表示すべき事項も含まれ
ております。

◎株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社
ウェブサイト（http://www.daiichi-d.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　業　報　告

(平成28年10月 1 日から
平成29年 9 月30日まで)

１．会社の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当事業年度におけるわが国経済は、各種政策効果による雇用・所得環境の改善、海外経済
の持ち直しによる生産と輸出の改善などに支えられ、総じて緩やかな回復基調で推移いたし
ました。一方で、内需の柱である設備投資と個人消費は底堅くも力強さに欠けており、景気
の先行きは依然として不透明な状況で推移いたしました。
　当社を取り巻くスーパーマーケット業界は、消費者の将来不安による消費停滞懸念や生活
防衛意識による節約志向の高まり、人口減や少子高齢化に伴う需要の減少、最低賃金の上昇
と社会保険加入の適用拡大、人手不足を背景とした人件費の増加に加え、同業他社のみなら
ずドラッグストアやコンビニエンスストア等との企業間競争の激化など、非常に厳しい経営
環境が続いております。
　このような経営環境のもとで当社は、地域のお客様から最も身近に親しまれ必要とされる
スーパーマーケットとして、新鮮かつ安全で安心な商品の提供はもとより、お客様のニーズ
に対応した付加価値の高い商品の提供と値ごろ感を重視した価格政策、地域の特性に合わせ
た品揃えの強化、販売本部の業務の深堀と商品本部の意識改革の推進、福利厚生の充実と全
社的な教育の推進による接客力の向上、Freca（フレカ）カード登録会員による固定客作り、
並びに表示ルールの徹底とコンプライアンスの向上などにより、他社との差別化を図るべく、
営業力の強化と顧客の創造に努めてまいりました。また、連結子会社の株式会社オーケーを
平成28年10月1日に吸収合併し、経営資源の集約と業務の効率化に取り組んでまいりまし
た。
　地域貢献活動の一環として、毎日の買い物に苦労されている高齢者の方やお身体の不自由
な方々の一助になることを目的として「移動スーパー（とくし丸）」事業を７月に開始いた
しました。
　店舗の状況につきましては、既存店の競争力強化策として、平成28年11月に「八軒店（札
幌ブロック）」、平成29年７月に「札内店（帯広ブロック）」のリニューアルを実施いたし
ました。なお、当事業年度末現在の店舗数は、帯広ブロック10店舗、旭川ブロック７店舗、
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札幌ブロック５店舗、合計22店舗であります。
　株式会社イトーヨーカ堂との取り組みにつきましては、厳しい販売環境において、引き続
き情報の共有化を積極的に図るとともに、共同販促の更なる推進と商品の統一を推し進め、
店舗競争力の強化と商品力の向上に努めております。
　地域別売上高につきましては、帯広ブロックは172億28百万円、旭川ブロックは115億86
百万円、札幌ブロックは102億15百万円となりました。また、既存店ベースの売上高につき
ましては、価格競争の激化や消費者の購買動向がより慎重な傾向に転じる中で、お客様の立
場に立った商品とサービスの提供、販売促進戦略の強化などにより、前期に比べ1.9％増と好
調に推移いたしました。
　売上総利益率につきましては、ロス（値引、廃棄、その他）の削減、仕入体制と在庫管理
の強化などにより、24.3％となりました。また、販売費及び一般管理費につきましては、コ
ストコントロールの強化と予算対実績の詳細な分析などにより、売上高に対する比率は
22.2％となりました。
　これらの結果、当事業年度における売上高は390億38百万円（前期比7.7％増）、営業利
益は13億68百万円（前期比18.5％増）、経常利益は13億73百万円（前期比18.0％増）、当
期純利益は、連結子会社（株式会社オーケー）の吸収合併に伴う「抱合せ株式消滅差益」９
億57百万円の発生により、18億29百万円（前期比144.1％増）となり、いずれも過去最高の
数値を達成いたしました。また、１株当たり当期純利益は320円16銭（前期131円15銭）と
なりました。
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　部門別売上高状況は、次のとおりであります。

区 分
第63期(当事業年度)
(28.10.1～29.9.30)

金 額 構成比
百万円 ％

青 果 6,331 16.2

水 産 4,022 10.3

畜 産 5,202 13.3

惣 菜 3,594 9.2

デ イ リ ー 5,835 14.9

一 般 食 品 12,098 31.0

日 用 雑 貨 883 2.3

そ の 他 1,069 2.8

合 計 39,038 100.0

（注）当事業年度より非連結決算に移行したことから、前事業年度との比較については記載しておりませ
ん。

②　設備投資の状況
当事業年度中において実施いたしました当社の設備投資の総額は、有形固定資産の取得３

億72百万円であります。その主な内容は、八軒店及び札内店の改装に伴うものであります。
なお、当事業年度中において重要な設備の除却、売却等はありません。

③　資金調達の状況
当事業年度中に、当社の所要資金として、金融機関より長期借入金として２億50百万円の

調達を実施いたしました。
その他の増資、社債発行等による資金調達は行っておりません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。
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⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
当社は、平成28年10月１日を効力発生日として、当社の完全子会社である株式会社オーケ

ーと吸収合併を行い、同社の全ての権利義務を承継いたしました。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第 60 期
(平成26年９月期)

第 61 期
(平成27年９月期)

第 62 期
(平成28年９月期)

第 63 期
(当事業年度)

(平成29年９月期)

売 上 高 32,448百万円 34,544百万円 36,261百万円 39,038百万円

経 常 利 益 866百万円 967百万円 1,164百万円 1,373百万円

当 期 純 利 益 531百万円 586百万円 749百万円 1,829百万円

１株当たり当期純利益 92円98銭 102円69銭 131円15銭 320円16銭

総 資 産 14,292百万円 14,925百万円 15,586百万円 17,537百万円

純 資 産 7,366百万円 7,880百万円 8,514百万円 10,293百万円

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式数により算出しております。

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
　該当事項はありません。
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⑷　対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、国内経済は、雇用・所得環境の改善や生産活動と輸出の底堅
い推移などにより、緩やかな景気回復に向かう一方、海外の政治・経済動向の不確実性の高ま
りや金融資本の変動による影響等のリスクも存在しており、先行きは依然として不透明な状況
で推移するものと予想されます。
　スーパーマーケット業界におきましては、業種・業態の垣根を越えた企業間の競争や業界再
編の進展、人材確保難や採用環境の変化などにより、引き続き厳しい局面が続くものと見込ま
れます。
　このような環境の中で当社は、「既存店の活性化と新規出店の具現化」、「コア商品の拡大
と接客サービスの質の向上」、「個々人の成長による商品本部の強化と販売促進企画の更なる
進化」、「適正な人員配置による人時売上高・生産性の向上とコンプライアンスの向上」、「発
注精度の向上とロス管理及び在庫管理の徹底による利益率の達成」、「人手不足への対応と人
材の確保」、「イトーヨーカ堂との共同販促の更なる推進」、「福利厚生の見直しと人材教育
の徹底」、以上８項目を重点実施事項として取り組んでまいります。
　新規出店につきましては、10月６日に旭川ブロックにおいて「豊岡店（売場面積1,766㎡）」
を開店いたしました。また、既存店の活性化につきましては、10月25日に「白樺店（帯広ブロ
ック）」の改装開店、11月19日に「東光店（旭川ブロック）」を移転増床し、開店いたしまし
た。
　引き続き、現地・現場・現品主義の徹底、出店戦略及び商品戦略の強化、店舗運営の効率化
の推進を図り、企業収益の拡大と企業価値の向上に努めてまいります。
　今後も当社は、地域に密着した企業として、お客様の「食のライフライン」を支える努力を
続けてまいります。
　株主の皆様におかれましては、引き続きご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

⑸　主要な事業内容（平成29年９月30日現在）
①　総合食料品の販売
②　日用品の販売
③　書籍、雑誌、文房具の販売
④　衣料用繊維製品の販売
⑤　家庭用電化製品の販売
⑥　ペット用品、ペットフードの販売
⑦　酒類、煙草、印紙の販売
⑧　前各号に関連する一切の事業
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⑹　主要な事業所（平成29年９月30日現在）
本社　　　　　　北海道帯広市西20条南１丁目14番地47
（営業本部・管理本部）
旭川本部　　　　北海道旭川市春光１条８丁目１番地77
札幌本部　　　　北海道札幌市西区八軒10条東５丁目２番
帯広ブロック

北海道帯広市 壱号店 東店
啓北店 白樺店
みなみ野店 自衛隊前店

北海道河西郡芽室町 めむろ店
北海道中川郡幕別町 札内店
北海道河東郡音更町 音更店 オーケー店

旭川ブロック
北海道旭川市 西店 東光店

末広店 東旭川店
旭町店 二条通店
花咲店

札幌ブロック
北海道札幌市 八軒店 白石神社前店

発寒中央駅前店 清田店
北海道恵庭市 恵み野店

センター
帯広市 惣菜センター 帯広配送センター
旭川市 旭川配送センター
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⑺　使用人の状況（平成29年９月30日現在）
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

283名 ９名増 36.2歳 12.7年

（注）使用人数には、準社員及びパートナー社員等（アルバイトを含む。）1,066名（１日８時間、１か月22日換
算）は含まれておりません。

⑻　主要な借入先の状況（平成29年９月30日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 北 陸 銀 行 716百万円

株 式 会 社 北 洋 銀 行 162

⑼　その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．株式の状況（平成29年９月30日現在）
⑴　発行可能株式総数 12,000,000株
⑵　発行済株式の総数 5,719,320株
⑶　株主数 3,685名
⑷　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 イ ト ー ヨ ー カ 堂 1,716,000株 30.03％

ダ イ イ チ 取 引 先 持 株 会 238,700 4.17

若 園 　 清 128,900 2.25

小 西 典 子 128,110 2.24

小 西 保 男 108,078 1.89

株 式 会 社 北 陸 銀 行 96,520 1.68

株 式 会 社 北 洋 銀 行 93,000 1.62

笹 井 俊 治 87,484 1.53

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社
（常任代理人　資産管理サービス信託銀行株式
会社）

86,400 1.51

国 分 北 海 道 株 式 会 社 82,000 1.43

（注）持株比率は自己株式（6,043株）を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
⑴　取締役及び監査役の状況（平成29年９月30日現在）
会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 鈴 木 達 雄

代 表 取 締 役 専 務 若 園 　 清 開発企画本部長

常 務 取 締 役 川 瀬 豊 秋 管理本部長

常 務 取 締 役 中 本 泰 廣 商品本部長

取 締 役 野 口 　 一 販売本部長兼商品部長

取 締 役 相 談 役 小 西 保 男

取 締 役 宮 川 　 明 ㈱イトーヨーカ堂執行役員企画室長兼関係会社部長

取 締 役 井 雲 康 晴

常 勤 監 査 役 堀 内 健 三

監 査 役 佐 藤 　 裕 帯広地方卸売市場㈱取締役相談役

監 査 役 笹 井 祐 三 三洋興熱㈱代表取締役社長

（注）１．取締役宮川　明氏及び井雲康晴氏は、社外取締役であります。なお、当社は、取締役井雲康晴氏を東京
証券取引所及び札幌証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。

２．監査役佐藤　裕氏及び笹井祐三氏は、社外監査役であります。
３．常勤監査役堀内健三氏は、13年間当社の常務取締役として経理部長を兼任しており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有するものであります。
４．監査役佐藤　裕氏は、帯広地方卸売市場株式会社の元代表取締役であり、経理部門を所管する役員等を

歴任するなど、企業経営の豊富な経験と専門的な知識等を保持しており、財務及び会計に関する相当程
度の知見を有するものであります。

５．監査役笹井祐三氏は、三洋興熱株式会社の代表取締役社長であり、経理・財務をはじめ企業経営全般の
豊富な経験と高い見識のもと他社の監査役に就任しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有
するものであります。
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６．当事業年度中における取締役の地位及び担当等の異動は次のとおりであります。
氏　　名 異動前 異動後 異動年月日

若 園 　 清

専 務 取 締 役
販 売 本 部 長

代 表 取 締 役 専 務
販 売 本 部 長 平成28年12月22日

代 表 取 締 役 専 務
販 売 本 部 長

代 表 取 締 役 専 務
開 発 企 画 本 部 長 平成29年３月１日

川 瀬 豊 秋 取 締 役
総 務 兼 企 画 Ｉ Ｒ 担 当

常 務 取 締 役
管 理 本 部 長

平成28年12月22日

中 本 泰 廣 取 締 役
商 品 本 部 長

常 務 取 締 役
商 品 本 部 長

平成28年12月22日

野 口 　 一

取 締 役 販 売 本 部
帯 広 ブ ロ ッ ク 兼
商 品 第 二 部 担 当

取 締 役
販 売 部 長 兼 商 品 部 長 平成28年12月22日

取 締 役
販 売 部 長 兼 商 品 部 長

取 締 役
販 売 本 部 長 兼 商 品 部 長 平成29年３月１日

小 西 保 男 取 締 役 会 長 取 締 役 相 談 役 平成28年12月22日

⑵　事業年度中に退任した取締役

氏　　名 退任日 退任事由
退任時の地位・担当及び

重要な兼職の状況

内　藤　龍　信 平成29年４月22日 辞任
社外取締役
丸果帯広中央青果㈱代表取締役社長

⑶　責任限定契約の内容の概要
　当社と取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査役は、会社法第427条第１項
の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております
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⑷　取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 員 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

9名
(3名)

126,866千円
(4,450千円)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3
(2)

8,806
(4,420)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

12
(5)

135,672
(8,870)

（注）１．上記には、事業年度中に退任した社外取締役１名を含んでおります。
２．取締役の報酬限度額は、平成20年12月24日開催の第54期定時株主総会において年額200,000千円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、平成８年12月20日開催の第42期定時株主総会において年額10,000千円以内と

決議いただいております。
４．上記の報酬等の総額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額10,967千円（取締役９名に対し

10,321千円（うち社外取締役３名に対し400千円）、監査役３名に対し646千円（うち社外監査役２名
に対し340千円））が含まれております。

５．当事業年度末現在の役員退職慰労引当金の残高（当事業年度に係る役員退職慰労引当金の繰入額を除
く。）は、次のとおりであります。
取締役８名に対し121,709千円（うち社外取締役３名に対し3,800千円）
監査役３名に対し18,326千円（うち社外監査役２名に対し14,960千円）
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⑸　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役宮川　明氏は、株式会社イトーヨーカ堂の執行役員企画室長兼関係会社部長であり
ます。株式会社イトーヨーカ堂は当社の大株主であります。また、当社は、株式会社イト
ーヨーカ堂の親会社である株式会社セブン＆アイ・ホールディングスの関係会社との間に
リース契約等の取引関係があります。

・監査役佐藤　裕氏は、帯広地方卸売市場株式会社の取締役相談役であります。当社は、帯
広地方卸売市場株式会社との間に商品仕入等の取引関係があります。

・監査役笹井祐三氏は、三洋興熱株式会社の代表取締役社長であります。当社は、三洋興熱
株式会社との間に灯油購入等の取引関係があります。

・取締役内藤龍信氏は、丸果帯広中央青果株式会社の代表取締役社長であります。当社は、
丸果帯広中央青果株式会社との間に商品仕入等の取引関係があります。

②　当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取 締 役 宮 川 　 明
当事業年度に開催された取締役会13回のうち、11回に出席し、小
売業界に関する豊富な知識・経験を活かした意見を述べるなど、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提
言を行っております。

取 締 役 井 雲 康 晴
当事業年度に開催された取締役会13回の全てに出席し、経営コン
サルタントとしての専門的な見地から意見を述べるなど、取締役
会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行
っております。

取 締 役 内 藤 龍 信
当事業年度において、平成29年４月22日退任までに開催された取
締役会8回の全てに出席し、青果物卸売業での実務経験を活かし
た意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確
保するための助言・提言を行っております。
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出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

監 査 役 佐 藤 　 裕

当事業年度に開催された取締役会13回の全てに出席、監査役会7
回の全てに出席し、主に税務もしくは財務的な見地から、取締役
会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた
めの発言を適宜行っております。
また、監査役会において、監査の方法その他監査役の職務の執行
に関する事項及び議案審議等に必要な発言を適宜行っておりま
す。

監 査 役 笹 井 祐 三

当事業年度に開催された取締役会13回のうち10回に出席、監査役
会7回のうち6回に出席し、主に当社事業に対する専門的見地か
ら、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を
確保するための発言を適宜行っております。
また、監査役会において、監査の方法その他監査役の職務の執行
に関する事項及び議案審議等に必要な発言を適宜行っておりま
す。
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５．会計監査人の状況
⑴　名称　　　監査法人シドー

⑵　報酬等の額
・当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 16,000千円
・当社が会計監査人に支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額 16,000千円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠な
どが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同
意の判断をいたしました。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合

は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、

監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監
査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を
報告いたします。

なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し
た場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることを監査役会に請求
し、監査役会はその適否を判断したうえで、株主総会に提出する議案の内容を決定いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務
の適正を確保するための体制についての決定内容及び運用状況の概要は以下のとおりであります。

⑴　当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①　当社の業務を担当する取締役は、自己の担当領域について、法令等の順守体制を構築する

権限と責任を有する。また、総務担当取締役は、これらを横断的に推進し管理する。
②　当社は、反社会的勢力排除に向け、コンプライアンスの基本方針である「企業倫理規程」

に、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的な勢力に対して、毅然とした態
度で対応し、経済的な利益を供与しないことを掲げ、関係を排除する。また、総務部を対応
統括部署として、事案により関係部門と協議し対応するとともに、地元警察署や顧問弁護士
等の外部専門機関と連携し、反社会的勢力に対する体制を整備する。

③　内部監査室は、当社のコンプライアンス体制の整備・運用状況について内部監査を実施し、
確認する。

④　監査役は、取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを検証し、監視機能の実効性
向上に努める。

⑵　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　当社の取締役は、取締役会及び常勤役員会等の議事録、稟議決裁書その他その職務の執行

に係る情報を、文書管理規程の定めるところに従い適切に保存しかつ管理する。また、それ
らの文書は、監査役の要請によりいつでも閲覧に応じる。

②　当社に関する重要な情報については、開示を担当する主管部署が、迅速かつ網羅的に収集
し、適時に正確な情報開示を実施する。

⑶　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　法令順守、災害、衛生管理等に係るリスクについては、当社のそれぞれの担当部署にて、

規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、新た
に生じたリスクへの対応が必要な場合は、速やかに対応責任者となる取締役を定める。なお、
リスク管理部門として総務部がリスク管理活動を統括し、規程の整備とその運用を図る。ま
た、内部監査室において、内部監査規程の定めるところに従い定期的に監査を行う。
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②　事業の重大な障害、重大な事件・事故、重大な災害等が発生した時には、当社における損
害を最小限に抑えるため、危機管理本部を設置し、直ちに業務の継続に関する施策を講じる。

⑷　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、取締役会規程の定めるところに従い、重要案件はすべて取締役会に付議する。なお、

業務執行の意思決定の迅速化と業務運営の効率化を図るため、月２～３回常勤役員会を開催す
る。また、日常の業務執行は、職務権限規程、業務分掌規程及び稟議規程等により、担当役員、
部長、次長、課長などの職制ラインに順次権限と職責を適切に委譲し、適時的確な意思決定と
決定内容に沿った業務執行を行う。

⑸　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、当社の使用人から監査役
の補佐員を任命する。

⑹　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実
効性の確保に関する事項
①　当該使用人の任命、異動等の人事権に関わる事項の決定には、監査役会の事前の同意を必

要とする。
②　当該使用人が、他部署の使用人を兼務する場合は、監査役に係る業務を優先して従事する。

⑺　当社の監査役への報告に関する体制
①　取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼすおそれや事実の発生、信用を著しく失墜

させる事態、内部管理の体制・手続き等に関する重大な欠陥や問題、法令違反等の不正行為
や重大な不当行為などについて、書面もしくは口頭にて監査役に対し報告を行う。また、上
記にかかわらず、監査役は必要に応じ、いつでも取締役又は使用人に対し報告を求めること
ができる。

②　内部通報制度の担当部署は、当社の役員及び使用人からの内部通報の状況について、定期
的に監査役に対して報告する。
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⑻　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制

監査役へ報告を行った当社の役員及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利
な取扱いを行うことを禁止する。

⑼　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前

払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要で
ないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

⑽　その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査役は、代表取締役社長と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題等について、意見交

換を行う。
②　監査役は、内部監査室と緊密な連係を保つとともに、必要に応じて内部監査室に調査を求

めることができる。
③　監査役は、内部監査室と連携し、当社の業務の効率化、適法性及び妥当性を監査する。ま

た、監査で改善指摘を受けた事項は、各所属長の責任において速やかに改善を行う。
④　監査役会が、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計士、コンサルタ

ントその他の外部アドバイザーを任用することができ、その費用は会社が負担する。

⑾　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　法令順守及び取締役の効率的職務執行

　取締役は、取締役会を13回、常勤役員会を24回開催し、経営の基本方針、経営に関する
重要事項ならびに法令で定められた事項などの決定、業務執行状況の監督を行っておりま
す。
　また、常勤役員会メンバーと次長職以上をもって組織される経営会議を12回開催し、詳
細な業績分析と報告、業務執行の具体的な内容、その背景となる重要事項及び具体的対応
策について審議を行っております。

②　損失の危険の管理
　法令順守、災害、衛生管理等に係るリスクについては、それぞれの担当部署にて、規則・
ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行い、また、リスク管理
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部門としての総務部がリスク管理活動を統括し、規程の整備とその運用を図っております。
③　監査役監査の実効性確保

　監査役は、監査役会を７回開催するとともに、取締役会、常勤役員会及びその他の重要
な会議に参加し、法令、定款に反する行為や株主利益を侵害する決定がなされていないか
どうかについて監査を行っております。
　また、監査役は、取締役会・取締役・内部監査室・会計監査人等との意見交換を通じて、
監査役監査、内部監査、会計監査との連携を図り、また、内部統制システムの構築・運用
状況等について、監督・監査を行っております。

（注）１．本事業報告に記載の金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
２．消費税等の会計処理方法については、税抜方式を採用しております。
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貸　借　対　照　表
（平成29年９月30日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他

5,229,774
3,191,015

437,187
981,399

464
76,216
89,623

454,937
430

△1,500
12,307,552
10,048,300
3,602,935

54,107
79,975

5,441,740
863,601

5,940
14,490
5,350
9,139

2,244,760
80,131
1,808

1,152,964
106,941
96,844

805,797
272

流 動 負 債 4,793,216
買 掛 金 2,360,000
１年内返済予定の長期借入金 502,589
リ ー ス 債 務 299,693
未 払 金 508,785
未 払 費 用 387,185
未 払 法 人 税 等 239,003
未 払 消 費 税 等 102,715
預 り 金 127,522
賞 与 引 当 金 148,413
そ の 他 117,308

固 定 負 債 2,450,444
長 期 借 入 金 726,892
リ ー ス 債 務 627,294
退 職 給 付 引 当 金 564,420
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 151,002
資 産 除 去 債 務 16,392
長 期 預 り 敷 金 保 証 金 364,441

負 債 合 計 7,243,661
純 資 産 の 部

株 主 資 本 10,287,540
資 本 金 1,639,253
資 本 剰 余 金 1,566,100

資 本 準 備 金 1,566,100
利 益 剰 余 金 7,085,166

利 益 準 備 金 159,266
そ の 他 利 益 剰 余 金 6,925,900

別 途 積 立 金 4,100,000
繰 越 利 益 剰 余 金 2,825,900

自 己 株 式 △2,978
評 価 ・ 換 算 差 額 等 6,124

その他有価証券評価差額金 6,124
純 資 産 合 計 10,293,665

資 産 合 計 17,537,326 負 債 純 資 産 合 計 17,537,326
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損　益　計　算　書

(平成28年10月 1 日から
平成29年 9 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 39,038,162
売 上 原 価 29,557,098

売 上 総 利 益 9,481,064
営 業 収 入

不 動 産 賃 貸 収 入 458,102
そ の 他 94,631 552,733

営 業 総 利 益 10,033,798
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,665,407

営 業 利 益 1,368,390
営 業 外 収 益

受 取 利 息 11,003
受 取 配 当 金 2,334
そ の 他 9,725 23,063

営 業 外 費 用
支 払 利 息 15,069
そ の 他 2,398 17,467

経 常 利 益 1,373,986
特 別 利 益

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 957,277
そ の 他 2,400 959,677

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 97,000
固 定 資 産 除 却 損 46,027 143,027

税 引 前 当 期 純 利 益 2,190,636
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 374,263
法 人 税 等 調 整 額 △12,777 361,486
当 期 純 利 益 1,829,149
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株主資本等変動計算書

(平成28年10月 1 日から
平成29年 9 月30日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
自 己 株
式

株 主 資 本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当期首残高 1,639,253 1,566,100 1,566,100 159,266 3,800,000 1,357,005 5,316,272 △2,978 8,518,646
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 42,584 42,584 42,584

会計方針の変更を反映し
た 当 期 首 残 高 1,639,253 1,566,100 1,566,100 159,266 3,800,000 1,399,589 5,358,856 △2,978 8,561,230
当期変動額

別 途 積 立 金 の 積 立 300,000 △300,000 － －
剰余金の配当 △102,838 △102,838 △102,838
当 期 純 利 益 1,829,149 1,829,149 1,829,149
株主資本以外の項
目の当期変動額
(純額)

当期変動額合計 － － － － 300,000 1,426,310 1,726,310 － 1,726,310
当期末残高 1,639,253 1,566,100 1,566,100 159,266 4,100,000 2,825,900 7,085,166 △2,978 10,287,540

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 △4,279 △4,279 8,514,366
会計方針の変更による
累積的影響額 42,584

会計方針の変更を反映し
た 当 期 首 残 高 △4,279 △4,279 8,556,950
当期変動額

別 途 積 立 金 の 積 立 －
剰余金の配当 △102,838
当 期 純 利 益 1,829,149
株主資本以外の項
目の当期変動額
(純額)

10,404 10,404 10,404

当期変動額合計 10,404 10,404 1,736,715
当期末残高 6,124 6,124 10,293,665
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成29年11月10日
株 式 会 社 ダ イ イ チ

取 締 役 会　御中
監 査 法 人 シ ド ー
指 定 社 員
業務執行社員 公 認 会 計 士 菅 井 　 朗 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公 認 会 計 士 藤 田 和 重 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ダイイチの平成28年10月１日から平
成29年９月30日までの第63期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその
附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて
いる。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

当監査役会は、平成28年10月１日から平成29年９月30日までの第63期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作
成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、当期の監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及

び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方針、職務の
分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及
び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使
用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討
いたしました。
２．監査の結果

⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人シドーの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年11月14日

株 式 会 社 ダ イ イ チ 　 監 査 役 会
常勤監査役 堀 内 健 三 ㊞
社外監査役 佐 藤 　 裕 ㊞
社外監査役 笹 井 祐 三 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当の維持を基本と

しながら、今後の事業展開等を勘案して、以下のとおり当期の期末配当及びその他の剰余金の処分
をいたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項
⑴　配当財産の種類

金銭といたします。
⑵　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金20円（前期より２円増配）といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は、114,265,540円となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
平成29年12月25日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項
⑴　減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 300,000,000円
⑵　増加する剰余金の項目とその額

別途積立金 300,000,000円
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第２号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
平成29年４月22日をもって取締役を辞任されました内藤龍信氏に対し、在任中の労に報いるた

め、当社の役員退職慰労金規程に従い、一定の基準で相当額の範囲内において退職慰労金を贈呈い
たしたいと存じます。

なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は取締役会にご一任願いたいと存じます。
退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

内 藤 龍 信 平成４年11月　当社社外取締役
平成29年４月　同辞任

以　上
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株主総会会場ご案内図
北海道帯広市西７条南19丁目１番地
北海道ホテル　２階　大雪の間
電　話　（0155）21－0001（代　表）

交 通 の
ご 案 内

・タクシー利用の場合
帯広駅より約５分

・バス利用（十勝バス）の場合
帯広駅前北口より大空団地行70乗車(約10分)、イオン帯広店前下車、徒歩約5分

地図


